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会社の体制および方針

会社の体制および方針
１. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するため

の体制ならびに運用状況の概要
⑴　内部統制システム構築の目的および推進組織
当社は以下に定める内部統制システムを構築し、これを継続的に改善することにより、業務の適正性、

効率性を確保し、もって当社および当社グループの信頼性の向上を目指すものとする。
内部統制システムの構築にあたっては、以下に定める方針に基づき取り組みを進めるとともに、「グルー
プＥＳＧ委員会」および「ＥＳＧ委員会」を通じたＥＳＧ推進活動によるコンプライアンスや品質管理等の
改善成果を適宜取り入れ、より適正性、効率性の高いシステムの構築を目指すものとする。

⑵　内部統制システム構築の内容の概要
① 当社およびグループ会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制
ア. 当社は、グループ会社を含めた取締役、執行役員および従業員がそれぞれの立場でコンプライアンス
を自らの問題としてとらえ業務運営にあたるように、「ＪＯＴグループ・ミッション」、「ＪＯＴ
グループ倫理行動基準」を定めており、これを浸透させる。

イ. 当社およびグループ会社は、内部通報規程を制定し、ヘルプラインを設け、不正行為が発生している
場合は、グループ各社の社長にその旨を報告することとし、コンプライアンスの実効性を確保する。

ウ. 当社は、財務報告の信頼性の確保および金融商品取引法に基づく内部統制報告書の記載を適正に行
うため、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その仕組みが適正に機能することを評価し、
必要な是正を行う。

エ. 当社は、インサイダー取引についても、内部者取引管理規程の遵守を徹底させその防止を図る。
オ. 以上整備した内部統制システムについて、当社は、社長直属の内部監査室が内部監査し、コンプラ
イアンスの実効性を確保する。

② 当社の取締役・使用人の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ア. 業務のそれぞれの所管部署が、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、その他業務執行に関わ

る文書等（含む電子文書）を、法令または文書取扱規程に基づいて作成・保管する。
イ. 情報の管理については、文書取扱規程、内部者取引管理規程、個人情報保護規程等に基づき管理
し、会社情報の不正使用、漏洩を防止する。

ウ. 取締役および監査役は、常にこれらの文書等（含む電子文書）を閲覧できるものとする。
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③ 当社およびグループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア. 当社は、コンプライアンス委員会において、リスクマネジメントについて検討を実施し、各部署に

てリスクとそれに対する対応策をまとめ、実行する。リスク対応の検証と改善は、コンプライアン
ス委員会において実施し、必要に応じて、状況を取締役会に報告する。

イ. 当社は、大規模な災害や事故等のリスク対応として、事業の継続性を確保するための体制（ＢＣ
Ｐ・事業継続計画）を整備する。

ウ. グループ会社は、リスク管理に関する体制整備等を、グループＥＳＧ委員会の活動等を通じて実施
する。また、グループ共通の重要なテーマである安全活動については、グループ各社社長をメン
バーとする「グループ安全対策本部」を設置し、グループ一体となった事故防止・安全活動の推進
を行う。

④ 当社およびグループ会社の取締役・使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア. 当社は、経営機構ならびに職務の分担および意思決定権限を定め、責任の所在を明確にし、具体的

な分担・権限について、組織規程、職務権限規程等社内規程に定める。さらには、業務執行の迅速
化と職務責任の明確化を図るため、執行役員を選任し、取締役会で定めた職務を執行させる。

イ. 当社は、取締役会において中期経営計画を達成することを目標とした年度毎の予算を設定し、その
達成状況の報告、必要な改善の討議は、取締役会に加え、取締役、執行役員および部長が出席する
経営会議を原則として毎月１回開催して実施する。また、関係する経営幹部が出席する重要案件検討
会にて、取締役会決議事項の事前審議や重要な業務執行を決定するにあたり、多面的な角度から検
討・審議を行う。

ウ. 当社は、職務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定その他組織に関する基準等を定め、グルー
プ会社にこれに準拠した体制を構築させる。

⑤ グループ会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　グループ会社運営規程により、グループ社長会を原則として毎月１回開催し、グループ各社の事業内
容および予算の達成状況の定期的な報告ならびに重要案件の討議を行うとともに、グループ会社の案件
で当社取締役会付議事項に該当する場合については、当社取締役会の承認を得ることとする。

⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役の職務を補助すべき者を求められた場合は、監査役との協議の上、適切と考えられる従業員を
置く。

⑦ 前記⑥の使用人の当社の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する
事項
　前項の従業員は、監査役の指揮命令に従い業務を実施させるものとし、当該従業員の人事評価、人事
異動等に関わる事項の決定は、事前に監査役会の同意を得るものとする。
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⑧ 当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
ア. 当社の取締役、執行役員および従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社およびグルー

プ会社に重大な影響を及ぼす事項、内部通報制度による通報内容および監査役が報告を求めた業務
執行に関する事項を速やかに報告するものとする。また、稟議書、無償供与報告書等の重要な業務
の執行状況を示す文書等（含む電子文書）は、決裁後、監査役に報告する体制とする。

イ. グループ会社の取締役および従業員は、当社の監査役から業務執行に関する事項について求められた
場合は、速やかに報告するものとする。また、当社の内部通報制度の担当部門は、グループ会社の取
締役および従業員からの内部通報状況について、速やかに当社の監査役へ報告するものとする。

ウ. 内部通報制度による報告や当社の監査役へ報告を行った当社およびグループ会社の取締役、執行役
員および従業員に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する旨
を規程に明記するなど、必要な体制を整備・運用する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア. グループ社長会、経営会議、重要案件検討会、支店長会議等法定以外の主要会議にも、監査役が出
席して重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握できる体制とする。

イ. 当社は、監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求があった場合は、担当
部門において内容を審議し、必要と認められる場合には、速やかに当該費用を支出するものとする。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制の整備
　当社グループは、健全な市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、断固た
る態度をとって一切の関係をもつことなく、これらの勢力を助長する行為は行わない旨を「ＪＯＴグルー
プ倫理行動基準」に定め、取締役、執行役員および従業員がこの行動基準を遵守するよう徹底する。

⑶　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　コンプライアンスに関する事項
ア. 当社は、コンプライアンス委員会（年１回開催）にて、年度の方針および計画を定め、コンプライ

アンス意識向上に向けた様々な施策を実施いたしました。具体的には、当社およびグループ各社の
従業員を対象に、コンプライアンス意識や業務関連法令の理解度等の実態を把握し、各施策の効果
を検証するためのコンプライアンスチェック等を実施いたしました。

イ. 内部通報制度（ヘルプライン）については、グループ社内報等にて、制度内容や通報先に関し周知
を図りました。
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②　リスク管理に関する事項
ア. 当社は、過去より企業経営に重大な影響を与えるリスクの選定と必要な対策をまとめ、適宜対策を
実施しており、本年度も各部署において、事業環境の変化等を踏まえたリスクおよびその対策の見
直しを実施いたしました。

イ. グループ共通の重要なテーマである安全活動については、グループ安全対策本部会議（年１回開催）
にて決定したグループ安全運動方針および計画をもとに、各安全活動を実施いたしました。発生した
事故・問題等については、グループ会社にて情報共有し、対策等を協議・検討するなど、さらなる
安全管理体制の強化を図りました。

③　取締役の職務の執行に関する事項
　当社は、経営会議（原則として毎月１回開催）において、中期経営計画や予算の達成状況、必要な
改善事項等の報告に加え、各部門間の情報交換および問題意識の共有を図りました。取締役会において
は、中期経営計画や予算等に関する報告、討議に加え、決議事項に関し重要案件検討会（随時開催）で
の事前審議により議案の論点を整理した上で上程し、かつ可能な限り資料の事前提供に努めるなど、
業務執行の適正性や効率性の向上に努めました。

④　グループ会社に関する事項
　当社取締役およびグループ会社の社長が出席するグループ社長会（原則として毎月１回開催）におい
て、グループ会社間における情報共有、課題把握および重要事項の討議を行いました。

⑤　監査役に関する事項
　常勤監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、稟議書等の重要な業務
の執行状況を示す文書等（含む電子文書）を査閲したほか、グループ社長会、経営会議、重要案件検討
会、支店長会議（年２回開催）等の主要会議に参加し、そこで得られた会社情報等を、監査役会を
通じ、他監査役へ情報提供いたしました。

２．株式会社の支配に関する基本方針
　特に定めておりません。
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連結株主資本等変動計算書

（ 自　2025年 4 月 1 日
至　2026年 3 月31日 ）

（単位：百万円）

項　　目
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,661 290 21,384 △ 38 23,297

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 330 △ 330
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,507 1,507

自 己 株 式 の 取 得 △ 212 △ 212
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,176 △ 212 964

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,661 290 22,560 △ 250 24,262

項　　目
その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る

調 整 累 計 額
その他の包括利益
累 計 額 合 計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,559 △ 0 90 2,649 25,947

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 330
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,507

自 己 株 式 の 取 得 △ 212
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） 2,791 0 65 2,856 2,856

連結会計年度中の変動額合計 2,791 0 65 2,856 3,821

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 5,351 0 155 5,506 29,768

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数および連結子会社の名称
連結子会社の数………………………３社
連結子会社の名称……………………株式会社エネックス

近畿石油輸送株式会社
株式会社ＪＫトランス

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称…………………秋田石油基地防災株式会社

関東オートメンテナンス株式会社
株式会社ニチユ

連結の範囲から除いた理由
　これらの子会社は、事業規模も小さく、３社の合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰
余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社数および会社の名称

持分法を適用した関連会社の数……１社
会社の名称……………………………日本オイルターミナル株式会社

⑵　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の名称等
会社の名称……………………………秋田石油基地防災株式会社

関東オートメンテナンス株式会社
株式会社ニチユ

持分法を適用しない理由
　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金等（持分に見合う額）に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。
　なお、持分法を適用しない関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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建 物 及 び 構 築 物  2 ～60年
機械装置及び運搬具  2 ～18年
コ ン テ ナ  2 ～ 7 年

③ リ ー ス 資 産

① 賞 与 引 当 金

③ 修 繕 引 当 金

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等
以外のもの………………………時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定）
市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準および評価方法
商品（コンテナ）…………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）
貯　　蔵　　品……………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備および構築物については、定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法を採用し
ております。

⑶　重要な引当金の計上基準

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
②　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支払に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

　タンク車等に対する定期検査費用の支払に備えるため、経過期間に対応する支出見込額を計上しております。
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⑷　重要な収益および費用の計上基準
　　顧客との契約から生じる収益

　当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。
　ステップ１：顧客との契約を識別する。
　ステップ２：契約における履行義務を識別する。
　ステップ３：取引価格を算定する。
　ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
　ステップ５：履行義務を充足した時点に、または充足するにつれて収益を認識する。

①　顧客との契約および履行義務に関する情報
　当社グループでは、（a）石油輸送事業、（b）高圧ガス輸送事業、（c）化成品・コンテナ輸送事業および
（d）資産運用事業を主な収益としております。
　この内、（a）、（b）、（c）について以下の輸送サービスを、顧客の要望に合わせて提供しております。

（a）石油輸送事業
　　  石油製品の鉄道タンク車や貨物自動車による輸送サービス
（b）高圧ガス輸送事業
　　  高圧ガスの鉄道コンテナや貨物自動車による輸送サービス
（c）化成品・コンテナ輸送事業
　　  石油化学製品等の鉄道コンテナ輸送、貨物自動車ならびに国内および国際複合一貫輸送による輸送サービス

　これらの輸送サービスは、輸送期間の経過に伴い積載品は出発地点から到着地点に移動し、近づくにつれて顧
客が便益を受けることから、一定の期間にわたり充足される履行義務であります。そのため輸送途中にあるもの
についてはサービス提供の予定日数から進捗度を合理的に見積もり、履行義務充足の測定を行い、収益を認識し
ております。

②　収益の総額表示と純額表示
　当社の提供する輸送サービスでは、当社が顧客から受託し、当社グループ外に輸送を委託する取引がありま
す。このような取引については、顧客に対する責任や委託先への指示、取引価格の決定などから、顧客へ輸送
サービスを提供する前に、委託先が提供する便益の大部分を当社が受けていると判断します。その結果、これを
総額表示としております。

⑸　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算しております。

⑹　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
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石油輸送 高圧ガス輸送 化成品・
コンテナ輸送 資産運用 合　計

一時点で移転されるサービス ー ー 71 ー 71

一定の期間にわたり移転されるサービス 18,357 9,740 7,449 182 35,729

顧客との契約から生じる収益 18,357 9,740 7,520 182 35,800

その他の収益 340 17 2,043 335 2,737

外部顧客への売上高 18,698 9,757 9,564 517 38,537

②　退職給付に係る負債の計上基準
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を　
控除した額を計上しております。
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数　　
(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付
に係る調整累計額に計上しております。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

２．収益を理解するための基礎となる情報
　（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）の「４．会計方針に関する事項」の「（4）重要な
収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　契約資産の残高

顧客との契約から生じた契約資産の期首残高および期末残高は、以下のとおりであります。
顧客との契約から生じた契約資産の債権（期首残高）　　3,813百万円
顧客との契約から生じた契約資産の債権（期末残高）　　3,948百万円
契約資産（期首残高）　　　　　　　　　　　　　　　　　  98百万円
契約資産（期末残高）　　　　　　　　　　　　　　　　　  66百万円

連結貸借対照表上、契約資産は「受取手形、売掛金及び契約資産」に計上しております。
⑵　残存履行義務に配分した取引価格

当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価格の総額および収益の認識
が見込まれる期間の記載を省略しております。
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有形固定資産 22,103百万円

うち、当社のコンテナ部門に係る金額 1,744百万円

当連結会計年度に計上した減損損失 ―百万円

（会計上の見積りに関する注記）
有形固定資産の減損
１．当連結会計年度の連結計算書類における計上額

２．会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　輸送品目を基礎として、管理会計上の区分から一体として機能していると判断できる石油輸送事業、高圧ガス輸送事
業、化成品輸送事業およびコンテナ輸送事業等をそれぞれ資産グループとしております。各資産グループの営業損益が継
続してマイナスとなった場合や、固定資産の時価が著しく下落した場合、あるいは経営環境の著しい悪化を認識した場合
等に減損の兆候があるものとしています。当社グループの固定資産の減損損失の認識・測定は、減損の兆候が把握された
各資産グループの事業計画に基づいた将来キャッシュ・フローにて判定しています。
　コンテナ輸送事業は鉄道、自動車、船舶で輸送可能なボックスコンテナのレンタルおよびリースを行っておりますが、
鉄道輸送における輸送障害の発生や主要積載品である農産物の不作などが発生したことにより、営業損益が継続してマイ
ナスとなっていることから、その固定資産について減損の兆候が認められ、減損損失の認識の要否について検討を行いま
した。その結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回ったことから、当連結会計年度において減損損
失の認識は不要と判断しております。
　なお、当該判断に用いられる割引前将来キャッシュ・フローは、コンテナ輸送事業の将来計画を基礎として見積もられ
ておりますが、将来計画の策定において用いられている今後の売上高に関する予測には不確実性を伴う仮定が含まれてお
ります。当該仮定に重要な変動が生じた場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

（会計上の見積りの変更）
資産除去債務の見積りの変更

　当社は、賃貸契約に基づき使用するオフィスについては、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該
債務に関する賃借資産の使用期限が明確ではなく、移転等も予定されていなかったことから、資産除去債務を合理的に見積
ることができず、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりませんでした。
　2026年２月６日開催の取締役会において、本社の移転について決議したことに伴い、賃借資産の使用期限および原状回復
義務の履行時期を合理的に見積ることが可能となったため、資産除去債務を105百万円計上し、固定負債・その他に表示し
ております。
　なお、資産除去債務に対応する撤去費用は、現本社の主たる資産について耐用年数がすでに経過していることを踏まえ、
当連結会計年度において全額を費用処理しております。
　この変更により、当連結会計年度の販売管理費が105百万円増加し、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益
が同額減少しております。
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商　　　　　　　品 0百万円
貯　　　蔵　　　品 79百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 55,306百万円
３．固定資産から直接控除した圧縮記帳額

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
コ ン テ ナ
土　　　　　　　地
そ　　　の　　　他

92
76

287
54
0

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円

４．貸出コミットメントおよび当座貸越契約
（未実行残高） 5,260百万円

普　通　株　式 3,322,935株

決　議 株式の種類 配当金の
総額（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基　準　日 効力発生日

2 0 2 5 年 ６ 月 2 7 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 165 50.00 2025年３月31日 2025年６月30日

2 0 2 5 年 1 1 月 7 日
取 締 役 会 普通株式 165 50.00 2025年９月30日 2025年11月25日

計 330

① 配 当 金 の 総 額 　　294百万円
② １株当たり配当額 　　 90.00
③ 基 準 日 　　2026年３月31日
④ 効 力 発 生 日 　　2026年６月29日

（連結貸借対照表に関する注記）
１．棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　2026年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案することを予定
しております。

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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連結貸借対照表
計上額 (＊)（百万円） 時　価 (＊)（百万円） 差　額（百万円）

⑴ 有価証券およびその他有価証券 12,479 12,479 ー
⑵ リース債務 （9,008） （8,861） （△ 147）

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については元本価額の維持および流動性の確保を図りつつ安定した収益確保を目指し、安定　
運用を行うことを基本方針としております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用し、投機取引は
行わない方針であります。
　受取手形及び売掛金に係る信用リスクについては、当社グループの経理規程他諸規程に従い、取引先取引ごとの期日　
管理および残高管理を行っております。また、投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であ
り、上場株式については定期的に時価や財務状況等を把握しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
　借入金については、短期借入金は主に運転資金であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達でありますが、連結
決算日現在の長期借入金残高はありません。
　リース債務については、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち36.3％が特定の大口顧客に対するものであります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。　　
なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,552百万円）は「その他有価証券」に含めておりません。また、
「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「未払金」および
「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して
おります。

　(＊) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して
おります。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対
象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン
プットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ
ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区　分
時　価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計
有価証券およびその他有価証券 10,080 2,398 ー 12,479

区　分
時　価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計
リース債務 ー 8,861 ー 8,861

連結貸借対照表計上額（百万円） 時　価（百万円）

1,658 7,124

１．１株当たり純資産額 9,114円61銭
２．１株当たり当期純利益 456円76銭

⑴ 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

⑵ 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品

(注)　時価の算定に用いた評価方法およびインプットの説明
　有価証券および投資有価証券
　　　これらの時価については相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が所有する合同運用指定金銭信託およびコ
マーシャルペーパーは、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その
時価をレベル２の時価に分類しております。

　リース債務
　　　リース債務の時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。
　　   利率は、取引先金融機関から提示された価格を基に算定しているため、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社および一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の土地、事務所および住宅等を有しております。
２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整

を行ったものを含む。)であります。

（１株当たり情報に関する注記）
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株主資本等変動計算書

（ 自　2025年 4 月 1 日
至　2026年 3 月31日 ）

（単位：百万円）

項　　目

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本 剰 余 金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
配 当 引 当
積 立 金

自 家 保 険
積 立 金

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,661 290 290 415 100 500 280 280

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △ 1
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事 業
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － － △ 1 －

2 0 2 6 年 3 月 3 1 日 残 高 1,661 290 290 415 100 500 278 280

項　　目

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益 剰 余 金

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 13,475 15,051 △ 33 16,969 2,000 △ 0 2,000 18,970

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 330 △ 330 △ 330 △ 330

当 期 純 利 益 1,004 1,004 1,004 1,004

自 己 株 式 の 取 得 △ 202 △ 202 △ 202

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 1 － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事 業
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） 2,265 0 2,266 2,266

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 675 673 △ 202 471 2,265 0 2,266 2,737

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 14,150 15,725 △ 235 17,441 4,266 0 4,266 21,708

株主資本等変動計算書
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個別注記表

デ リ バ テ ィ ブ………………………時価法

建 物  6 ～47年
車 両  4 ～11年
コンテナ  2 ～ 7 年

⑶ リ ー ス 資 産

⑴ 賞 与 引 当 金

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準および評価方法

⑴　有価証券の評価基準および評価方法
子会社株式および関連会社株式……移動平均法による原価法

　その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの…………………………時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に

より算定）
市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

⑵　デリバティブの評価基準および評価方法

⑶　棚卸資産の評価基準および評価方法
商品（コンテナ）……………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）
貯　　蔵　　品………………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備および構築物については、定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある場合は残価保証額）とする定額法を採用して
おります。

３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

４．引当金の計上基準

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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個別注記表

⑵ 役員賞与引当金

⑶ 退職給付引当金

⑷ 修 繕 引 当 金

　役員に対して支給する賞与の支払に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しており
ます。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)に　
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。

　タンク車等に対する定期検査費用の支払に備えるため、経過期間に対応する支出見込額を計上しております。
５．重要な収益および費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益
当社は、以下の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点に、または充足するにつれて収益を認識する。

①　顧客との契約および履行義務に関する情報
当社では、（a）石油輸送事業、（b）高圧ガス輸送事業、（c）化成品・コンテナ輸送事業および（d）資産運用

事業を主な収益としております。
この内、（a）、（b）、（c）について以下の輸送サービスを、顧客の要望に合わせて提供しております。
(a) 石油輸送事業

  石油製品の鉄道タンク車や貨物自動車による輸送サービス
(b) 高圧ガス輸送事業

  高圧ガスの鉄道コンテナや貨物自動車による輸送サービス
(c) 化成品・コンテナ輸送事業

  石油化学製品等の鉄道コンテナ輸送、貨物自動車ならびに国内および国際複合一貫輸送による輸送サービス
これらの輸送サービスは、輸送期間の経過に伴い積載品は出発地点から到着地点に移動し、近づくにつれて顧客

が便益を受けることから、一定の期間にわたり充足される履行義務であります。そのため輸送途中にあるものに　
ついてはサービス提供の予定日数から進捗度を合理的に見積もり、履行義務充足の測定を行い、収益を認識して　
おります。

②　収益の総額表示と純額表示
当社の提供する輸送サービスでは、当社が顧客から受託し、外部に輸送を委託する取引があります。このような取

引については、顧客に対する責任や委託先への指示、取引価格の決定などから、顧客へ輸送サービスを提供する前
に、委託先が提供する便益の大部分を当社が受けていると判断します。その結果、これを総額表示としております。
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個別注記表

有形固定資産 8,603百万円

うち、当社のコンテナ部門に係る金額 1,744百万円

当事業年度に計上した減損損失 ―百万円

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
⑵　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異
なっております。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報

連結注記表と同一であるため、記載を省略しております。

（会計上の見積りに関する注記）
有形固定資産の減損
１．当事業年度の計算書類における計上額

２．会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表と同一であるため、記載を省略しております。

（会計上の見積りの変更）
資産除去債務の見積りの変更

　当社は、賃貸契約に基づき使用するオフィスについては、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該
債務に関する賃借資産の使用期限が明確ではなく、移転等も予定されていなかったことから、資産除去債務を合理的に見積
ることができず、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりませんでした。
　2026年２月６日開催の取締役会において、本社の移転について決議したことに伴い、賃借資産の使用期限および原状回復
義務の履行時期を合理的に見積ることが可能となったため、資産除去債務を85百万円計上しております。
　なお、資産除去債務に対応する撤去費用は、現本社の主たる資産について耐用年数がすでに経過していることを踏まえ、
当事業年度において全額を費用処理しております。
　この変更により、当事業年度の販売管理費が85百万円増加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が同額減少し
ております。
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個別注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 40,899百万円

建 物 68百万円
構 築 物
機 械 装 置
コ ン テ ナ
工具器具備品

24百万円
76百万円

287百万円
0百万円

土 地 54百万円

短期金銭債権 90百万円
長期金銭債権 1,247百万円
短期金銭債務 5,443百万円

４．貸出コミットメントおよび当座貸越契約
　　（未実行残高） 5,260百万円

売 上 高 443百万円
営 業 費 用 19,673百万円

営業取引以外の取引による取引高 745百万円

普　通　株　式 52,392株

（貸借対照表に関する注記）

２．固定資産から直接控除した圧縮記帳額

３．関係会社に対する金銭債権・債務

（損益計算書に関する注記）
　関係会社との取引高

　営業取引による取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　当事業年度末における自己株式の種類および株式数
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個別注記表

繰延税金資産
賞与引当金 65百万円
未払事業税 16百万円
退職給付引当金 327百万円
修繕引当金 136百万円
有価証券等評価損 74百万円
その他 70百万円

繰延税金資産小計 690百万円
評価性引当額 △ 79百万円

繰延税金資産合計 610百万円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 128百万円
その他有価証券評価差額金 1,944百万円

繰延税金負債合計 2,072百万円
繰延税金負債の純額 1,461百万円

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

－ 19 －



2026/05/25 15:47:02 / 25300735_日本石油輸送株式会社_招集通知

個別注記表

種類 会社等
の名称 所在地

資本金
または
出資金

（百万円）

事業の内容
または職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱エネックス 東京都
品川区 100

石油類、高圧ガス、
石油化学製品等の
自動車輸送および
油 槽 所 管 理 業 務

所有
直接

100.0%
輸送の委託
役員の兼任

石 油 類 、 高 圧
ガ ス 、 化 学
製 品 等 輸 送 の
委託

16,539 営業未払金 1,740

不 動 産 賃 貸 216 － －

その他の
関係会社
の子会社

ＥＮＥＯＳ㈱ 東京都
千代田区 30,000 石 油 製 品 の 販 売 なし

鉄道タンク車
輸送、タンク
ローリー輸送

タンク車、タンク
ロ ー リ ー 輸 送
収入

14,136 営業未収入金
及び契約資産 1,455

１．１株当たり純資産額 6,637円43銭
２．１株当たり当期純利益 304円24銭

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社およびその他の関係会社の子会社等

(注)１．㈱エネックスへの石油類、高圧ガス、化学製品等輸送の委託および不動産賃貸については、独立した第三者間の取引を勘案し、協議の上決定しております。
２．ＥＮＥＯＳ㈱からのタンク車、タンクローリー輸送収入については、一般の取引条件を勘案して決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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